
横浜市障害者自動車運転訓練費助成要綱 

 
制 定 昭和 55 年４月１日 

最近改正 令和８年７月１日 健障自第 740号（局長決裁） 
 

 
（目 的） 

第１条 本事業は、障害者に対して運転免許（以下「免許」という。）の取得に要する費用の一部を助成す る

ことにより、障害者の社会参加を促進することを目的とする。 

 
（助成対象者） 

第２条 本事業の助成対象者は、次の各号の全てに該当する者とする。ただし、助成を受けようとする運転

免許証（以下「免許証」という。）に関し、他の公的な助成又は費用補助を受けている者は除く。 

(1) 道路交通法第99条第１項に規定する指定自動車教習所（以下「教習所」という。）において技能検定 

試験に合格し、かつ、公安委員会の学科試験合格後、免許証の交付を受けた者 

  ただし、限定解除による免許証の交付は除く 

(2) 技能検定試験合格及び本助成申請の時点で次のいずれかを保有している者 

ア 等級１級から４級の身体障害者手帳 

イ 愛の手帳 

ウ 精神障害者保健福祉手帳 

エ 障害者更生相談所又は児童相談所（以下「相談所」という。）において知能指数 75以下と判定され 

た判定書 

(3) 本助成申請の時点で市内に住所を有する者 

 
（助成対象免許） 

第３条 助成の対象となる免許は、道路交通法第 84 条第３項に規定する第一種運転免許のうち、次の各号に該

当 するものとする。 

(1) 大型自動車免許 

(2) 中型自動車免許 

(3) 準中型自動車免許 

(4) 普通自動車免許 

(5) 大型特殊自動車免許 

(6) 大型自動二輪車免許 

(7) 普通自動二輪車免許 

 
（助成額） 

第４条 助成額は、次の各号のいずれか低い額とする。 

(1) 助成対象者が教習所において技能教習に要した費用（学科教習を除く消費税込みの全ての額）の３ 

分の２（100円未満切捨て） 

(2) 10万円 

 
（申 請） 

第５条 本助成を受けようとする者は、障害者自動車運転訓練費助成金交付申請書（第１号様式）に次の各号

を添付して、免許証の交付を受けた日から１年以内に福祉保健センター長に 申請する。 

(1) 教習所の長が発行する技能検定試験合格証明書（第２号様式） 

(2) 免許証の写し 

(3) 第２条第２項で規定する手帳又は判定書の写し 

 

２ 福祉保健センター長は、申請書受理の際、第２条第２項で規定する手帳又は判定書の提示を求め、申請書

の記載事項と照合確認のうえ市長に進達するものとする。 

３  申請は一人につき１回のみ、免許の種類は、第３条第１項第１号から第７号までに規定する免許のうち 

１種類のみとする。 

 



（交付可否の決定） 

第６条 進達を受けた市長は、審査のうえ助成金を交付又は交付しない旨の決定をし、障害者自動車運転訓練

費助成金交付決定通知書（第 ３号様式）又は障害者自動車運転訓練費助成金申請却下通知書（第４号様式）

により、申請者に通知するものとする。 

 
（助成金の支給） 

第７条 前条により交付決定通知書を受けた者は、速やかに助成金交付請求書（第５号様式）を市長に提出 す

る。 

２  市長は、前項の請求に基づき助成金を支払うものとする。 

 

（決定の取消等） 

第８条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、助成金交付の決定を取り消すことができる。 

(1) 偽りその他不正の手段により決定を受けたとき。 

(2) 前号に掲げるもののほか、市長が相当の理由があると認めたとき。 

２ 市長は前項の規定により取り消しをしたときは、既に交付した助成金の全部を返還させることが

できるものとする。 

 
 

附 則 

この要綱は、昭和 55 年４月１日から施行する。  

附 則 

この要綱は、昭和 56 年４月１日から施行する。  

附 則 

１ この要綱は、昭和 57 年４月１日から施行する。 

２ 昭和 57 年３月 31 日までに採用決定を受けた者で助成金の未確定者については、この要綱を適用して確定

する。 

附 則 

この要綱は、昭和 59 年４月１日から施行する。  

附 則 

この要綱は、昭和 60 年４月１日から施行する。  

附 則 

この要綱は、平成元年４月１日から施行する。  

附 則 

この要綱は、平成 12 年８月１日から施行する。 ただし、本要綱施行以前に申請があった者の取扱いについて

は、従前の例によることとする。 

附 則 

この要綱は、平成 14 年１月１日から施行する。  

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成 14 年７月１日から施行し、平成 14 年６月１日から適用する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際、現にこの要綱による改正前の規定により作成されている様式書類は、なお当分の 

間、適宜修正のうえ、使用することができる。 

附 則 

この要綱は、平成 16 年４月１日から施行する。  

附 則 

この要綱は、平成 18 年４月１日から施行する。 

 

 附 則 

この要綱は、平成 21 年４月１日から施行する。  

（経過措置） 

この要綱の施行後、平成 21 年３月 31 日までの合格年月日の技能検定試験合格証明書を添付し、合格後 30

日以内に申請されたものの取扱いについては、従前の例によることとし、免許証の交付を要件としない。  



附 則 

この要綱は、平成 22 年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

新たに対象となる精神障害者については、施行日以降の技能検定試験合格証明書を有効とする。 

附 則 

この要綱は、平成 24 年４月１日から施行する。 

 附 則 

この要綱は、平成 29 年 12 月 27 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和６年５月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和６年６月 24日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和８年７月１日から施行する。 



 

 



 

                                                

 

 

 

                              
                                
                            

   

    

 
 

   
 

          
  

 



  

  

 

     

  
    

     



   
   

  

 






